
平成23年　11月 21日

川越市宅地耐震化推進事業（復興基本方針関連（全国防災））
平成23年度　～　平成25年度　（3年間） 埼玉県　川越市

・川越市における大規模盛土造成地の把握

（H23当初） （H24末） （H25末）
大規模盛土造成地マップ作成を実施する。 0Ｋ㎡ 0Ｋ㎡ 109.16Ｋ㎡

川越市行政面積１０９．１６Ｋ㎡を調査 ／109.16Ｋ㎡ ／109.16Ｋ㎡ ／109.16Ｋ㎡

0% 0% 100%

Ａ1　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H22 H23 H24 H25 H26

1-A-1 防災 一般 川越市 直接 川越市宅地耐震化推進事業(全国防災) 3.0

合計 3.0

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

1-C-1 防災 一般 川越市 直接 宅地耐震化啓発事業 0.5
合計

番号 備考

1-C-1 大規模盛土造成地マップを作成することにより、地域住民と円滑に宅地耐震化事業を推進する。

地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考
種別 対象 間接 （延長・面積等） H22 H23 H24 H25 H26

０．５百万円 (C+C')/((A+A')+(B+B')+(C+C')）Ａ’ ０百万円 Ｃ’３．０百万円 Ｂ’

要素となる事業名

３．０百万円 Ｂ

川越市

要素となる事業名

３．５百万円 Ａ

一体的に実施することにより期待される効果

全体事業費
（百万円）

14.3%

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

市町村名

川越市大規模盛土造成地マップ作成

事業者

その他関連する事業

事業種別
全体事業費
（百万円）（事業箇所）

一体的に実施することにより期待される効果

川越市

全体事業費

番号

番号

川越市は、首都圏直下の地震災害を最小限にとどめるため、川越市地域防災計画において、道路、公園、河川、下水道等の基盤整備を進め、地震に強い計画的なまちづくりを推進している。
本計画で耐震対策の一環として大規模盛土造成地の変動予測を行い、第一次スクリーニング調査の結果をもとに、防災部局等との調整を図った後に大規模盛土造成地マップの公表を行っていく。
さらに将来的には、段階を踏んで住民説明を行い住民理解を得たのち、第二次スクリーニング調査を行い、危険な大規模盛土造成地については、造成宅地防災区域の指定を行い、計画的に大規模盛土造成地滑動崩落防止事業
を推進し宅地耐震化を進めていく。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

社会資本総合整備計画
計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

０百万円 Ｃ ０．５百万円
効果促進事業費の割合

14.3%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

変動予測調査(１次計画等)109.16Ｋ㎡

事業者

川越市

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）（延長・面積等）

事業内容
市町村名

交付対象事業

事業者
要素となる事業名

市町村名
全体事業費
（百万円）（事業箇所）

事業者 要素となる事業名 事業内容 市町村名



（参考様式３）　（参考図面）復興基本方針関連（全国防災）

計画の名称 川越市宅地耐震化推進事業

計画の期間 平成23年度　～　平成25年度　（3年間） 埼玉県　川越市交付対象

 台 地 

 低 地 

川越市役所 



計画の名称：川越市宅地耐震化推進事業（復興基本方針関連（全国防災））

都道府県名：川越市

チェック欄

①上位計画等との整合性 ○

②地域の課題への対応（地域の課題と整備計画の目標の整合性） ○

①整備計画の目標と定量的指標の整合性 ○

②定量的指標の明瞭性 ○

③目標と事業内容の整合性 ○

④事業の効果（要素事業の相乗効果等）の見込みの妥当性 ○

①円滑な事業執行の環境（事業熟度、住民等の合意形成等を踏まえた事業実施の
可能性）

○

②地元の機運（住民、民間等の活動・関連事業との連携等による事業効果発現の可
能性）

－

社会資本整備総合交付金チェックシート
（汎用タイプ）

Ⅰ．目標の妥当性

Ⅱ．計画の効果・効率性

Ⅲ．計画の実現可能性


